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平成３１年度前期技能検定首席検定委員・事務局会議開催

５月３１日（金）午前、文京区後楽の東京都立中央・城北職業能力開発センター４階会議室において平成３１年度前期技能検定「光学ガラス研磨作業」の首席検定委員・事務局会議が他のいくつかの職種とともに開催されました。

まず、東京都職業能力開発協会の杉本部長よりご挨拶がありました。その後、杉本部長より、ご出席の各職種の首席検定委員へ委嘱状が手渡されました。次いで、技能検定部中河原課長より都道府県職業能力開発協会技能検定担当課長会議報告が行われ、最後に同部の石川課長より、実技試験実施上の注意事項が説明されました。

同日午後、港区芝公園の機械振興会館会議室において、当協会主催で「光学ガラス研磨作業」の「実技試験水準調整会議」を開催し、高橋首席検定委員より各社に技能検定委員委嘱状及び実技試験関係書類が渡されました。その後、高橋首席検定委員より実技試験実施上の注意事項が説明されました。最後に、各社の実技試験実施日程及び担当技能検定委員の最終確認が行われました。
今年度東京都において当協会が関係する「光学ガラス研磨作業」の受検者は２９名で、実技試験は、７月６日（土）から８月３日（土）にかけて延べ５日間にわたって実施されます。また、「機械加工、仕上げ、放電加工作業」の受検者は４９名で、実技試験は、７月１３日（土）から８月３日（土）にかけて延べ６日間にわたって実施されます。

平成３１年度（令和元年度）TC１７２国内委員会開催

　　６月１８日（火）港区芝公園の機械振興会館会議室において、平成３１年度（令和元年度ISO/ TC172（光学及びフォトニクス）国内委員会が開催されました。
平成３０年度のISO/TC172国内委員会委員は、次の方々です。

氏　　名　　　　　関係委員会・組織等　　　　　　　勤務先等

渋谷　眞人
委員長


東京工芸大学　名誉教授

木佐貫純也
経済産業省

産業技術環境局国際標準課　工業標準統括専門職
三浦　康晶
日本規格協会

標準部　規格開発ユニット
渋谷　眞人　　　SC1分科委員会会長
東京工芸大学　名誉教授（兼任）
梅木　修      SC3分科委員会会長
㈱オハラ　事業支援センター品質保証部長
永寿　伴章　　　SC4 分科委員会会長
産業技術総合研究所つくば東事業所所長
橋本　武      SC5 分科委員会会長
オリンパス㈱R＆D機能　光学システム開発　部長
利田　光隆　　　SC6 分科委員会会長
㈱トプコン製品開発本部製品企画部シニアエキスパート
山口　典久　　　SC7 分科委員会会長
㈱ニデック　監査本部内部監査室　室長

波多腰玄一   SC9分科委員会会長
早稲田大学　理工学術院　先進理工学部
　今回の委員会には、上記委員の内６名の委員ご出席を頂きました。
委員会では最初に渋谷委員長よりご挨拶があり、国際標準化活動への参加協力への謝辞が述べられるとともに、今後引き続いての協力要請がありました。その後、ＴＣ１７２国内委員会活動報告が行われました。
　ISO/TC172において国際規格は、平成３０年度末（２０１９年３月末日）では累計２９８件となりました。
次いで、各分科委員会会長よりそれぞれの分科委員会の活動報告が行われました。
次いで、事務局より平成３０年度のTC172国内委員会の収支報告が、また監査人より監査報告が行われ承認されました。
また、今回の委員会の報告事項は、今年９月発行予定の「ISO/TC172国内委員会報告No.26」に掲載されることになります。
日本光学工業協会の役員会開催

６月６日（木）、港区芝公園の機械振興会館会議室において、平成３１年度（令和元年度）の日本光学工業協会役員会が開催されました。

まず、木村会長より開会の挨拶が行われ、そのあと事務局により出席者の紹介が行われました。出席者と主な報告・審議事項は以下のとおりです。
１．出席者

木村眞琴会長（日本光学工業協会、日本望遠鏡工業会）
山中徹副会長代理：伊藤専務理事（日本写真映像用品工業会）

前田雅也理事代理：伊藤事務局長（カメラ映像機器工業会）
濱谷正人理事代理：小林事務局長（日本顕微鏡工業会）
浜田智秀理事：目黒事務局長（日本光学測定機工業会） 
竹内康夫理事代理：財部事務局長（日本医用光学機器工業会）

平野聡監事代理：石井事務局長（日本測量機器工業会） 
２．報告・審議事項

まずⅠ号議案の「平成３０年度事業活動」と「平成３０年度収支実績」についての報告が行われ、審議・承認されました。主な報告活動は以下のとおりです。

(1) 計測計量技術専門委員会関係

(2) 技能検定実施支援

(3) 国際規格標準化活動

(4) JIS原案作成委員会活動
次いで、Ⅱ号議案「平成３１年度（令和元年度）役員選出」が審議され、平成３１年度（令和元年度）新役員が次のとおり選出されました。
協会役職　　氏名　　　　　　所属団体・役職名　　　　　　　　  所属企業・役職名
会　長：　木 村 眞 琴　　日本望遠鏡工業会会長      　㈱ニコン　相談役
副会長：　山 中　徹     日本写真映像用品工業会会長　㈱ｹﾝｺｰ･ﾄｷﾅｰ社長　
理　事：　真栄田　雅也   カメラ映像機器工業会会長　　キャノン㈱代表取締役社長
理  事：　濱 谷　正 人　　日本顕微鏡工業会会長　　　　　　㈱ニコン 常務執行役員
理　事:　浜 田 智　秀   日本光学測定機工業会会長     ㈱ニコン 常務執行役員
理　事:　竹 内 康 夫　　日本医用光学機器工業会会長   オリンパス㈱取締役　
代表執行役社長　CEO
監  事：　平　野　聡      日本測量機器工業会会長       ㈱トプコン 社長

各工業会会長が変更の場合、新会長が引き継ぐことで承認されました。
次いで、第Ⅲ号議案「平成３１年度（令和元年度）事業計画」及び「収支予算案」の説明が行われ審議・承認されました。平成３１年度（令和元年度）の主な事業計画は以下の通りです。

（１）ISO/TC172国内委員会及び同SC1国内分科委員会の事務局として、国際規格の制定に協力する。
（２）「光学機器製造」関係の技能検定実施に協力団体として活動していく。
（３）光学機械器具の生産・出荷・輸出入統計の編集・作成を行い関係部署に提供していく。
（４）卓越した技能者の表彰については、当協会会長が審査委員会委員の委嘱を受けており引き続き協力していく。

（５）光学産業に共通する課題について情報の収集を行い、対応協議の場を設定する。
（６） IT機器の活用により関係団体との連絡の効率化・迅速化を図っていく。

（７）日光協ニュースを発行し、会員各位に情報を迅速に提供するとともに、当協会の活動状況をご理解いただく努力をする。
関連工業会情報

「収差論/偏心光学の３次の収差論」技術講座
開催日
：２０１９年１０月９日（水）、２３日（水）、１１月６日（水）、２０日（水）
　　　　　１２月４日（水）
時間
：１０：００～１７：００　
会場
：機械振興会館　別館４階　研修室


東京都港区芝公園３－５－２２

　
電話　０３－３４３４－９３２１
主催
：一般社団法人　日本オプトメカトロニクス協会

定員
：２４名

「光学系基礎理論」技術講座
開催日
：２０２０年１月１５日、２２日、２９日、２月５日（すべて水曜日）
時間
：１０：００～１７：００
会場
：機械振興会館　別館４階　研修室


東京都港区芝公園３－５－２２

　
電話　０３－３４３４－９３２１
主催
：一般社団法人　日本オプトメカトロニクス協会

定員
：２４名

　　　　「図解による光学入門」技術講座
開催日
：２０１９年１０月１０日（木）、１１日（金）
時間
：（初日）１０：００～１７：００、（二日目）０９：００～１５：００
会場
：機械振興会館　別館４階　研修室


東京都港区芝公園３－５－２２

　
電話　０３－３４３４－９３２１
主催
：一般社団法人　日本オプトメカトロニクス協会

定員
：２４名

以上
平成３１年４月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル
カメラ
	193,056
(0.64)
	9,797
(0.70)
	327,941
(0.66)
	284,578
(0.80)
	13,824
(0.87)
	277,719
(0.60)
	221,278
(1.02)

	フィルム

カメラ
	7,439
(1.00)
	7,558
(1.06)
	5,571
(1.01)
	5,533
(0.92)
	6,310
(1.10)
	6,330
(1.04)
	10,074
(1.25)

	交換レンズ


	181,661
(0.76)
	11,110
(0.81)
	153,770
(0.95)
	341,810
(0.91)
	16,153
(0.98)
	39,930
(1.33)
	529,165
(1.21)

	光学・精密
測定機
	28,895
(1.07)
	5,262
 (0.90)
	-
	29,071
(1.05)
	5,605
(1.06)
	-
	34,536
(1.20)

	光分析機器

	13,797
(0.98)
	18,975
(1.03)
	-
	14,096
(0.99)
	18,298
(1.02)
	-
	6,729
(0.89)

	測量機


	 4,459
(0.94)
	687
(0.90)
	-
	5,900
(0.55)
	948
(0.76)
	-
	11,241
(1.92)

	合　計


	  -    

	53,389
(0.89)
	-
	-

	61,138
(0.97)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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